　　　　　　　　　　　　（参考例）　　　　　　　　　　　
	
贈
与
契
約
書
〇〇〇〇（以下「甲」という。）と社会福祉法人●●●会理事長◆◆◆◆（以下「乙」という。）は、次のとおり贈与契約を締結した。
第１条
甲は、乙の障害者施設（各設置主体により異なる）建設に対し｛〇〇資金として、金〇〇〇〇〇〇円等｝を同法人に贈与することを約し、乙はこれを承諾した。
第２条
甲は、前条による贈与を内示後速やかに行うものとする。
第３条
障害者施設建設の内示が得られないときは、この契約は無効とし、これにより損害が発生した場合、甲は、損害の賠償を請求することができない。
第４条
この契約に定めていない事項については、甲、乙は誠意をもって協議のうえ決定するものとする。

上記契約を証するため、同文２通を作成し、甲、乙署名捺印のうえ各１通を所持する。

年
月
日


甲
住所



氏名



乙
住所



社会福祉法人●●●会



氏名
理事長◆◆◆◆





　　　　　　　　　　　　（参考例）　　　　　　　　　　　
（注１）
	
別　記
目　　　　録

１　現　金






金


円

（内　訳）


建設自己資金





円


運転資金





円


法人事務費





円

２　土　地（注２）


〇〇区〇〇町〇〇丁目〇〇番所在の土地１筆

㎡

３　建　物（注３）


〇〇区〇〇町〇〇丁目〇〇番地所在の〇〇造〇建建物






１棟
延べ

㎡

４　什器備品（注４）（別紙明細書のとおり）


円

５　権　利　　　　（別紙明細書のとおり）


円


注１　該当のない項目は削除する。
注２　登記簿謄本記載のとおりに記入する。したがって、土地の一部の贈与が行われる場合は、分筆登記を済ませた後の登記簿謄本により記入することとなる。
注３　既存の建物の贈与を受けるときに記入する。記入は登記簿謄本記載のとおりに行う。建設中の建物については記入しない。
注４　什器備品については、減価償却後の現在価格とする。
　　　　　　　　　　　　（参考例）　　　　　　　　　　　
	
記号番号

　　年　　月　　日

補助金交付確約書

社会福祉法人〇〇会


設立代表者
〇〇〇〇殿
〇〇区（市町村）長


氏名

公印


　社会福祉法人〇〇会の設立が認可されたときは、〇〇資金として、

金〇〇〇〇〇〇〇〇円を交付することを確約いたします。


（案）





　事業計画書提出の段階では、押印されたものではなく案の段階のものを提出してください。協議書提出時（令和４年度補正予算で協議するものは８月頃、令和５年度当初予算で協議するものは１０月頃を予定）に押印された正式なものを提出していただきます。なお、既に契約を取り交わしている場合は、写しを提出願います。


　事業計画書提出時は案の段階のものではありますが、これを前提に審査を進めていきますので、基本的には協議書提出時と変更がないようにしてください。


※この契約書に記載している金額が贈与されることを前提に審査しますので、贈与が確実な金額について作成願います。


　不明確な場合は記載しないでください。法人自己資金等で対応する前提で審査を行います。








（案）





　事業計画書提出の段階では、押印されたものではなく案の段階のものを提出してください。協議書提出時（令和４年度補正予算で協議するものは８月、令和５年度当初予算で協議するものは１０月頃を予定）に押印された正式なものを提出していただきます。


　既に確約を結んでいる場合は写しを提出願います。


　事業計画書提出時は案の段階のものではありますが、これを前提に審査を進めていきますので、基本的には協議書提出時と変更がないようにしてください。





※この契約書に記載している金額が補助されることを前提に審査しますので、補助が確実な金額について作成願います。


　不明確な場合は記載しないでください。法人自己資金等で対応する前提で審査を行います。
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